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グリーン購入法について

グリーン購入法（国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律）は，より環境負荷の少な

い物品や役務（以下，「環境物品等」という）へ

の需要の転換を促進することを目的として平成１２

年５月に制定された。その主な仕組は，重点的に

調達を推進すべき環境物品等を「特定調達品目及

びその判断の基準等」として定め，国等のそれぞ

れの機関がその調達の推進を行うものである。環

境物品等の優先的購入は，それらの環境物品等の

市場を確保するとともに，コスト改善などの技術

開発に寄与し，それがさらなる環境物品等の購入

を促進するという継続的改善を伴う波及効果をも

たらす。また，国等が自ら率先して環境物品等の

調達を推進することにより，それを呼び水とし

て，地方公共団体や民間部門へも取り組みが広が

ることが期待される。

以下では，特定調達品目の追加など最近のグリ

ーン調達の取り組みについて紹介する。

特定調達品目の追加等

! 特定調達品目の追加，判断の基準の見直し

特定調達品目およびその判断の基準等は，特定

調達物品等（特定調達品目のうち判断の基準を満

たす物品等）の開発の普及，科学的知見の充実等

に応じて適宜見直しを行っていくものとされてお

り，環境省，経済産業省および国土交通省の三省

において特定調達品目の追加・見直しの検討を継

続的に実施しているところである。今年も平成１９

年２月に環境物品等の調達の推進に関する基本方

針（以下，「基本方針」という）の一部変更が閣

議決定され，新たに１１品目の特定調達品目が追加

された。

公共工事に係る特定調達品目では，建築の木工

事で使用する「フローリング」が追加された他，

空調用機器の成績係数の強化などの判断の基準の

見直しが行われた（表―１，２参照）。

今回の変更の結果，平成１３年度に１１品目からス

タートした公共工事に係る特定調達品目は，資

材，工法，建設機械および目的物で合計５７品目と

なった。

" 特定調達品目の指定解除

今回の基本方針の一部変更では，グリーン購入

法の施行以降初めて特定調達品目の指定解除も行

われた。指定解除が行われたのは公共工事の２品

目，「再生材料を用いた防砂シート（吸出防止

材）」「路上表層再生工法」である。

「再生材料を用いた防砂シート（吸出防止

材）」では，これまで再生 PET樹脂の優先的使

用が規定されていたが，近年，PETボトルから

PETボトルへの水平リサイクルが普及してお

り，使用済み PETボトルの発生量に対して再生

処理能力が上回っている状況にあることから，公
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共工事における再生 PET樹脂の優先的使用を取

りやめるものである。

「路上表層再生工法」については，!舗装表層
部の骨材の再生方法としては，特定調達品目とし

て指定されている再生骨材としてプラントで処理

する方法が普及していること，"排水性舗装に対
応できない，地方自治体では表層のみ補修するこ

とが少ないといった理由から，本工法の実績が著

しく少なく今後も増加する見込みがないこと，か

ら指定を解除したものである。

国土交通省における平成１９年度
調達方針

グリーン購入法では，国等の各機関は，毎年

度，環境物品等の調達の推進を図るための方針

（以下，「調達方針」という）を定めることとされ

ており，国土交通省では平成１９年度の調達方針を

６月１日に公表したところである。

公共工事については，事業ごとの特性，必要と

される強度や耐久性，機能の確保，コスト等に留

意しつつ，基本方針に定められた判断の基準を満

たす資材，建設機械もしくは工法を使用し，また

は目的物を構築する公共工事の調達を積極的に推

進することとした。

また，調達目標の設定については，公共工事の

場合，事業の目的，工作物の用途，施工上の難易

により資材等の使用形態に差異があることや調達

可能な地域や数量が限られている資材等もあるこ

と等の事情もあるが，調達実績を３カ年把握した

品目で，可能なものについては数値目標の設定を

行うこととしており，今年度の調達方針において

も，「電気炉酸化スラグ骨材」など５品目を追加

し，数値目標を設定した（表―３参照）。

今年度のスケジュール

環境省，経済産業省および国土交通省では，特

定調達品目の追加，見直し等を行う際の検討の参

考とするため，公共工事に係る品目の提案募集を

行っている。今年度も，６月１８日から提案募集を

開始したところである。

今後は，７月１７日の提案募集締切り後，特定調

達品目の追加，見直し等の検討を進め，環境省に

設置された「特定調達検討会」での議論やパブリ

ックコメントを経て，平成２０年１月頃に基本方針

の変更を行う予定である（図―１参照）。

表―１ 新規特定調達品目
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【判断の基準】（概要）
!間伐材，合板・製材工場から発生する端材等の残材，林
地残材または小径木等を使用していること，かつ，それ
以外の原木は合法な木材であること。

"!以外の場合は，合法な木材であること。
#居室の内装材にあっては，ホルムアルデヒドの放散量が
平均値で０．３mg／L 以下かつ最大値で０．４mg／L 以下であ
ること。

【配慮事項】
○間伐材，合板・製材工場から発生する端材等の残材，林
地残材および小径木等以外の木材にあっては，持続可能
な森林経営が営まれている森林から産出されたものであ
ること。

表―２ 判断の基準を見直した主な品目

特定調達品目名 見直し内容

吸収冷温水機

冷房の成績係数を強化
従 前：１．０５以上
改訂後：１．１５以上（冷凍能力１８６kW以上）

１．１０以上（冷凍能力１８６kW未満）

氷蓄熱式空調機器

冷房の成績係数を強化
従 前：２．１５以上
改訂後：３．０以上（氷蓄熱式パッケージエア

コンディショナー）
２．２以上（氷蓄熱ユニット）

伐採材または建設
発生土を活用した
法面緑化工法

数値基準を設定
「伐採材および建設発生土を合算した使用量
は，現地で添加する水を除いた生育基盤材料
の容積比で７０％以上」

表―３ 新たに調達目標を設定した品目

品目名称 調達目標

電気炉酸化スラグ骨材 ６０％
低揮発性有機溶剤型の路面標示用水性塗料 １００％
氷蓄熱式空調機器 １００％
ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機 １００％
排水・通気用再生硬質塩化ビニル管 １００％

平成１９年７月１７日 提案募集の締切り

平成１９年７月～１０月 特定調達品目の追加，見直し等の検討

平成１９年１１月頃 パブリックコメントの実施

平成２０年１月頃「基本方針」の変更の閣議決定

図―１ 平成１９年度の検討スケジュール
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